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・年金局
・職業安定局
・保険局
・社会・援護局
・地方厚生(支)局

厚生労働省

地域のネットワーク

年
金
制
度
の
普
及
・啓
発

本 部
事業推進統括部

各地域代表
年金事務所
・関係機関との連
絡調整。

・年金事務所の状
況把握。

年金事務所
・事業実施主体。
・代表年金事務所は管内
の年金委員活動支援を
取りまとめる。

支
援
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等
）・進
捗
管
理

等
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談
・管
理
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力

指
導
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言

報
告

連
携
協
力

・地域のコミュニティ（自治会・町内会）

・地元企業
・教育機関（大学・高校・専門学校）
・商業施設・商工会
・地方自治体

地域
・年金（受給者）協会（連合会）
・社会保険協会
・社会保険（年金）委員会連合会
・社会保険労務士会
・社会福祉協議会
・健康保険協会各支部/各健康保険組合
・国民年金基金
・ハローワーク

関係機関/団体

など

地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援ネットワークの構築

①ポスターの貼付・チラシ・リーフレットの配布・配架

②年金制度説明会

③年金セミナー

④出張年金相談会

⑤地域年金事業運営調整会議

⑥「ねんきん月間」「年金の日」における各種取組

⑦「わたしと年金」エッセイ など・委嘱事務
・各種支援（研修や情報提供）
・活動要請

年
金
受
給
者
・
会
社
等
に
お
勤
め
の
方
・

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の
方
・
専
業
主
婦

（夫
）
・

就
職
活
動
中
の
方

・
学
生

な
ど

参加年金委員 地域年金推進員

協力者

国 民

など など

日本年金機構

対象

Ⅰ. 地域年金展開事業の概要（1/2）
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地域年金展開事業の主な取組

◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと年金制度説明会や
年金セミナー、出張年金相談等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者からなる
地域年金事業運営調整会議を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

【取組内容】

1.地域連携事業
・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度説明会を実施。
・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周知、ポスター・
チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

2.年金セミナー
事業

・職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
・大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、配付の依

 頼等。

3.年金委員活動
支援事業

・年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。

※年金委員…厚生労働大臣から委嘱を受けて、事業所や地域において年金制度の啓発・相談・助言などの活動を
行う民間協力員です。活動区域により事業所で活動する職域型と、地域で活動する地域型に区分されます。

4.地域相談事業
・年金事務所から遠方の地域にお住いの方々の利便性やニーズに応えるため、市区役所・町村役場や
大規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域年金事業
運営調整会議

・公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言を行うため、
 学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

Ⅰ. 地域年金展開事業の概要（2/2）
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（1）自治体、事業所、関係機関や団体と協力連携に基づき年金制度の周知広報に取り組みます。

○ねんきんネットや個人向けオンラインサービスの周知・利用促進に向けて、関係機関と連携した周知広報を実施しました。
・ねんきんネットポスター配布 市町 / 年金委員 / 運営調整会議委員
・制度周知広報：栃木県内市町広報誌 / 栃木県社会保険協会「社会保険とちぎ」（偶数月：年6回）

○関係機関にご協力いただきコミュニティＦＭやケーブルテレビなど地域に根差した媒体での制度周知を実施しました。
・ケーブルテレビ（宇都宮東） 茂木町ケーブルテレビ 令和6年12月22日～R7年1月21日放映
・コミュニティＦＭ（栃木） 3媒体で4回出演
・日光市役所のロビーに設置されたデジタルサイネージにより国民年金制度の周知広告を通年で掲載

 ○増加する外国人に向けて公的年金制度周知の機会を得られるように、関係機関等への協力依頼を実施しました。
・外国人向け年金制度説明会用動画（DVD）の配付（今市年金事務所管内で希望された企業10社）
・今市社会保険委員会にて、外国人の年金制度について企業担当者への周知を目的として説明会を実施
・年金委員功労者表彰式における外国人雇用等研修会を実施（外部講師、令和6年11月15日）

【ねんきんネット・個人向けオンラインサービスの周知・利用促進 】

ねんきんネットや個人向けオンラインサービスについて、県内各市町、商工会議所、
年金委員等に、来訪者や従業員に利用を促進していただくようご協力をいただきました。
また県内の税務署にご協力をいただき、確定申告の会場で源泉徴収票の電子交付を中

心とした来訪者への利用促進を実施しました。

【地域に根ざしたメディア等での制度周知】

茂木町役場（宇都宮東管内）のケーブルテレビの他、栃木年金事務所管内コミュニ
ティＦＭにおいて国民年金制度を中心とした制度内容や、ねんきんネットを中心とし
たオンラインサービスの周知を実施しました。
＜コミュニティFMの出演状況＞
令和6年7月8日 ＦＭくらら（栃木市）
令和6年11月7日 おーらじ（小山市）
令和6年11月12日 ＦＭくらら
令和6年11月16日 ＦＭゆうがお（下野市）

また、日光市役所（今市管内）では、年を通してデジタルサイネージでの国民年金
制度周知にご協力いただきました。

〇源泉徴収票の電子交付チラシ

（令和7年度版）

〇日光市役所でのデジタルサイネージでの制度周知〇日光市役所でのデジタルサイネージでの制度周知
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（2）事業所等に向けた年金制度説明会の実施内容の充実を図るとともに、参加者の一層拡大を目指します。

○適正な届出の励行に向け、算定基礎届事務講習会や短時間労働者適用拡大などをテーマに事業所向けの説明会を実施しました。
・算定基礎届事務講習会 6月に県内8会場で実施
・事業所向け説明会 短時間労働者適用拡大について栃木県内年金委員オンライン研修会で研修（令和6年7月23日～令和6年7月24日）
・事業所向け説明会 新入社員に向けた年金制度説明（宇都宮東 令和6年4月3日、栃木 令和6年4月5日）
・事業所向け説明会 短時間労働者適用拡大について（宇都宮西 令和6年7月31日）

○管内市町国民年金担当部署との連携強化に向けて引き続き事務研修会を各拠点で実施しました。（各拠点年度中4回実施予定）
・各事務所4回実施

○公的年金制度に関連する生活保護担当など、国民年金担当以外の市町部署に向けた制度説明会を実施しました。
・宇都宮市生活保護担当職員 令和6年7月2日/ 上三川社会福祉協議会 令和6年9月30日（宇都宮西）

【国民年金担当以外の市町部署にむけた制度説明会（宇都宮西）】

＜開催の経緯、概要＞
宇都宮市役所保健福祉部より生活保護を担当する職員に向けた研修

の依頼をいただき、令和6年7月2日に職員80名の方を対象に研修会を
実施しました。
また、上三川町社会福祉協議会からも職員に向けた研修の依頼をい

ただき、令和6年9月30日に職員15名の方を対象に研修を実施しまし
た。

＜内容＞
両日とも、公的年金制度の概要、保険料免除制度や公的年金の給

付・年金生活者支援給付金など生活保護事業に関連する注意点を中
心に説明を実施しました。
質疑では「ケースワーカーとして老齢年金請求をサポートする際

の注意点について」や「法定免除が決定になるまでにどれくらいか
かるか」といった、現場ならではの疑問点についてご質問をいただ
きました。

〇研修会で使用した資料（抜粋）

Ⅱ. 令和6年度事業実施結果（地域連携事業）
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（1）教育機関での年金セミナー開催、開催増に向けたアプローチを実施します。

○相手先機関の要望を踏まえた対面・オンライン・映像資料視聴の各型式での年金セミナーを実施しました。また、特別支援学校での障害年金制度説明を含め
た年金セミナーについても実施しました。
・栃木県合計40回

○次年度以降の開催に向けて、地域年金推進員の委嘱増に向けた関係機関への協力依頼や、現在委嘱中の地域年金推進員への活動フォローを取り組みました。
・栃木県教育委員会（教育長）へ、年金セミナー開催及び地域年金推進員の委嘱増に向けた協力依頼。
・地域年金推進員の活動フォローは令和7年6月に連絡会を実施。

【年金セミナーの実施状況】

県内の教育機関の学生等を対象とした対面・映像資料視聴での年金セミナー
を実施しました。特別支援学校では学生の他、保護者・教員も障害基礎年金を
内容とした年金セミナーを受講いただきました。
セミナーの実施数は、コロナ禍により対面での実施が困難となり減少しまし

た。コロナ禍以降、以前実施していた教育機関からは「以前のように年金セミ
ナーをカリキュラムに組み込むことが難しい」との理由により実施数は減少し
ております。
そのため、セミナーの開催に向けたアプローチは各年金事務所から教育機関

への開催案内送付等の勧奨に加えて、令和6年度は12月に栃木県教育委員会高
等教育課へ公立高校に向けたセミナー周知の協力依頼を実施し、翌年1月に実
施された県内公立高校の校長会において、年金セミナー、地域年金推進員制度
の周知にご協力いただきました。

※地域年金推進員…高校生等に対して公的年金制度の仕組みや基本理念について正し
い理解の普及を推進するため、教職員ＯＢの方を委嘱しています。（栃木県内2名）

Ⅱ. 令和6年度事業実施結果（年金セミナー事業）

■表2 令和6年度年金セミナー実施教育機関 ※青字の学校は、令和6年度に新たに年金セミナーを実施した教育機関

拠点名 学校名

宇都宮西 宇都宮共和大学

報徳看護専門学校

栃木県立宇都宮女子高校

栃木県立衛生福祉大学校

宇都宮短期大学附属高校

文星芸術大学

栃木県立聾学校

栃木県立宇都宮商業高校 定時制

栃木県立宇都宮商業高校

栃木県立上三川高校

栃木県立宇都宮工業高校

栃木県立冨屋特別支援学校

栃木県立岡本特別支援学校

拠点名 学校名

宇都宮東 栃木県農業大学校

宇都宮歯科衛生士専門学校

栃木県立益子芳星高校

栃木県立宇都宮清陵高校

済生会宇都宮病院看護専門学校

栃木県立高根沢高校

拠点名 学校名

栃木 佐野市医師会附属佐野准看護学校

栃木県立栃木農業高等学校

栃木県立足利工業高等学校

小山市立美田中学校

栃木県立学悠館高等学校（昼）

栃木県立学悠館高等学校（夜）

白鷗大学足利高等学校

栃木県立小山城南高等学校

栃木県立壬生高等学校

栃木県立足利南高等学校

栃木県立足利特別支援学校

拠点名 学校名

大田原 那須看護専門学校

栃木県立黒磯南高校

塩谷看護専門学校

栃木県立黒羽高校

栃木県立矢板高校

栃木県立大田原女子高校

矢板中央高校

拠点名 学校名

今市 栃木県立今市工業高校

栃木県立日光明峰高校

栃木県立今市特別支援学校

■表1 栃木県内年金セミナー実施状況（実施した学校数）

宇都宮西 宇都宮東 栃木 大田原 今市 合計

令和元年度 17 24 18 8 1 68

令和2年度 7 16 13 5 1 42

令和3年度 14 19 18 5 1 57

令和4年度 14 15 18 5 3 55

令和5年度 14 8 13 6 3 44

令和6年度 13 6 11 7 3 40

カッコ内は
参加人数

（1,471人） （507人） （1,037人） （706人） （112人） (3,799人）
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Ⅱ. 令和6年度事業実施結果（年金セミナー事業）

【セミナーの実施内容について】

学生等を対象とした年金セミナーでは、年金制度の意義や仕組みについて理解を深めていただくため次
の4点をポイントに実施しました。

「20歳になったら国民年金加入」
「保険料納付は国民の義務」
「老齢、障害、遺族の3種類の給付」
「年金制度は「世代と世代の支え合い」」

また、若年層に公的年金制度を身近に感じてもらえるような映像資料の活用の他、就職を控えた学生等
に向けた厚生年金制度の説明、ワークシートなどを活用した受講者との対話を行いました。

〇高校でのセミナーの様子

＜年金セミナーで使用している資料（令和7年度版）＞

〇年金セミナー資料（参加型）

〇年金セミナー資料（講義型） 〇厚生年金制度説明資料

〇映像資料

〇ワークシート
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Ⅱ. 令和6年度事業実施結果（年金セミナー事業）

【セミナーアンケート結果について】

セミナーの受講者に実施したアンケートでは、“20歳になったら国民年金加入”、“保険
料納付は国民の義務”、“老齢、障害、遺族の3種類の給付”、“年金制度は「世代と世代の
支え合い」” の4つのポイントについて、いずれも90％以上の高い理解度を示しています。
また、年金に対するイメージもセミナー前とセミナー後では、「とても良い」「まあ良

い」の割合が38％から84％に上昇しました。
アンケートの自由回答欄では、「学生の間に年金を学ぶ機会があってとても良かった」

「進学したら“ガクトク”を忘れずに手続きしたい」「若い世代でも受け取れる障害年金が
あることに驚いた」など、公的年金制度への前向きなコメントを多くいただきました。

＜セミナーアンケート結果（令和6年度全国集計）＞

■20歳になったら国民年金加入 ■保険料納付は国民の義務

96%

2% 2%理解できなかった

96%

2% 2% 無回答

■老齢、障害、遺族の3種類の給付

95%

2% 3%理解できなかった 無回答

94%

3% 3%理解できなかった無回答 理解できなかった
無回答

理解できた理解できた理解できた理解できた

■受講前の年金へのイメージ ■受講後の年金へのイメージ

12%

26%

44%

14%

3% 1%

あまり良くない

どちらともいえない

まあ良い

とても

良い

34%

50%

12%

2%

1% 2%

とても
良い

まあ良い

どちらとも
いえない

悪い 無回答
あまり良く

ない
悪い 無回答

■年金は【世代と世代の支え合い」
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（2）セミナーを担当する職員のスキルアップ、セミナーの質の向上を目指した活動を実施します。

○受講者との対話を重視したセミナー実施を目指して、各拠点セミナーＰＴでの活動や研修を中心に職員個々のスキルアップを取り組みました。
・年金セミナー・制度説明会王決定戦栃木県予選会を実施。（令和6年12月6日実施。北関地域予選令和7年1月24日実施、本選令和7年2月17日～2月18日）

セミナーを担当する職員のスキルアップ向上を目指して、日本年金機構本部
において実施したプレゼンテーションスキル向上の研修受講、各年金事務所に
設置した地域年金展開事業ＰＴでのスキルアップを目指した活動など実施しま
した。
また、日本年金機構本部主催のセミナー・制度説明会王決定戦は、令和6年度

は“新社会人向け年金制度説明”をテーマに実施しました。なお栃木県内の予選
会では、テーマに合わせて事業所で実際に受け入れられる内容であるかを審査
いただくため、栃木県社会保険委員会連合会長様を審査員に迎えて県内予選会

を実施しました。

予選会写真

Ⅱ. 令和6年度事業実施結果（年金セミナー事業）

【特別支援学校等でのセミナーについて】

県内複数の特別支援学校・聾学校にご協力をいただき生徒・保護者・教職員を対象とした年
金セミナーを実施しました。セミナーの4つのポイントに加えて、20歳前に初診日のある方の
障害基礎年金の請求手続きを事例を踏まえて詳しく説明を行いました。
参加された保護者からは「将来の障害年金請求の不安が少なくなった」との感想を、また教

職員の方からも「日ごろから保護者から問い合わせも多く、非常に参考になった」とのお声も
いただきました。

＜特別支援学校で使用した年金セミナー資料＞
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3.

年
金
委
員
活
動
支
援
事
業

（1）年金委員研修会や地域型年金委員連絡会の実施や情報提供の取組を通して、年金委員活動の活性化を図ります。

○県内合同でのオンライン開催を中心とした年金委員研修会、地域型年金委員連絡会を通して、委員の活動のサポートを実施しました。
・栃木県内年金委員オンライン研修会 3回6日間実施
・地域型年金委員連絡会 4回実施
・全国年金委員研修会 令和6年11月11日～令和6年11月12日実施

○年金委員情報誌発行と合わせて資料を送付し、情報提供を行いました。
年4回発行 （5月・8月・11月・2月）

○11月に年金委員功労者表彰を開催しました。
・年金委員・健康保険委員功労者表彰式 令和6年11月15日実施
厚生労働大臣 2名 / 機構理事長 5名 / 機構理事 12名 / 
健保理事長 3名 / 健保支部長 9名 / 連合会委員会関係 21名（計52名)

（2）より年金委員制度を広めてゆくために、委嘱拡大に関する取り組みを実施します。

○職域型年金委員は未設置事業所に対して、地域型年金委員は市町関係者を中心に委嘱拡大を実施しました。
・職域型年金委員は、未設置事業所に対し文書、架電勧奨を実施。
・地域型年金委員は、市町関係者を中心に勧奨実施。

【年金委員研修会の実施状況 】

【地域型年金委員連絡会】

令和6年5月29日と令和7年1月16日に地域型年金委員の方を対象に、情報共有、活動依頼、支援事業の伝達および年金委員相互間の情報共有を図
るための連絡会を集合で実施しました。
また、令和6年6月27日と令和7年1月31日には郵便局関係の地域型年金委員の皆様に向けても、郵便局長のオンライン会議にあわせて連絡会を実

施しました。

Ⅱ. 令和6年度事業実施結果（年金委員活動支援事業）

栃木県内では令和3年度末から、職域型・地域型年金委員に向けた
オンラインでの研修会を実施しています。令和6年度も健康保険・厚
生年金の事務手続きや公的年金制度の給付を中心に県内5事務所合同
で研修会を実施しました。開催6日間ののべ参加者数は接続回線数
ベース935名で、多くの年金委員に参加いただきました。
また、昨年11月に東京で開催された全国年金委員研修会には、栃木

県から地域型年金委員1名に参加いただきました。同時にテレビ会議
システムを利用して県内各拠点で実施した研修会にも、多くの年金委
員に参加いただきました

〇表彰式の様子

開催日
最大同時接続

回線数
研修の主なテーマ

令和6年7月
（23日・24日）

208（23日）
127（24日）

・ねんきんネット
・被用者保険（厚生年金）適用拡大
・遺族年金制度

令和6年10月
（16日・17日）

195（16日）
147（17日）

・厚生年金、健康保険の事務手続き
・障害年金制度

令和7年2月
（26日・27日）

143（26日）
115（27日）

・退職後の年金手続き
・障害年金制度

■表3 令和6年度年金委員オンライン研修会実施状況
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【年金委員の委嘱状況 】

Ⅱ. 令和6年度事業実施結果（年金委員活動支援事業・地域相談事業）

4.

地
域
相
談
事
業

○ハローワークと連携した国民年金手続き等の周知を実施しました。
・ハローワーク説明会 宇都宮西（毎月2～3回実施）

○関係機関などと連携して年金相談会を実施しました。
・総務省行政監視行政相談センター主催行政相談会へ参加

令和6年 9月27日 宇都宮市内（宇都宮西）
令和6年10月24日 足利市内（栃木）
令和6年10月31日 那須塩原市内（大田原）

・外国人相談会（入国管理局斡旋）
令和6年8月3日 小山市内（栃木）

○大学等教育機関等と連携して、相談会など学生納付特例制度周知の取組を実施しました。
・NIKKO外語観光専門学校 令和6年4月6日（今市）

【ハローワークと連携した制度周知】
国民年金保険料や免除についての資料配付や映像資料の視聴を県内の各ハロー

ワークへ依頼しています。
なお、ハローワーク宇都宮で開催されている退職者向けの雇用保険説明会には、

宇都宮西年金事務所の職員が参加して説明を実施しました。（令和6年度35回）

〇ハローワーク配付資料

＜令和6年度末栃木県内年金委員委嘱数（職域型）＞

宇都宮西 宇都宮東 栃木 大田原 今市

556 659 796 303 147 

＜栃木県内年金委員委嘱数変遷（職域型）＞

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末 令和5年度末 令和6年度末

1,977 2,244 2,394 2,441 2,461 

＜令和6年度末の栃木県内年金委員委嘱数（地域型）＞

宇都宮西 宇都宮東 栃木 大田原 今市

100 84 148 48 44 

＜栃木県内年金委員委嘱数変遷（地域型）＞

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末 令和5年度末 令和6年度末

97 129 384 447 424 

■表4 年金委員委嘱状況
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事業名 取組内容・具体的な活動

1.地域連携事業

(1)自治体、事業所、関
係機関や団体と協力
連携に基づき年金制
度の周知広報に取り
組みます。

○公的年金制度の周知、ねんきんネットや個人向けオンラインサービスの周知・利用促進に向けて、関係機関
と連携した周知広報に取り組みます。

○関係機関にご協力いただきコミュニティＦＭやケーブルテレビなど地域に根差した媒体での制度周知に取り
組みます。

○増加する外国人に向けて公的年金制度周知の機会を得られるように、関係機関等への協力依頼に取り組みま
す。

○自治体と連携した年金制度の周知事業を実施します。

(2)事業所等に向けた年
金制度説明会の実施
内容の充実を図ると
ともに、参加者の一
層の拡大を目指しま
す。

○適正な届出の励行に向け、算定基礎届事務やオンラインサービスをテーマに事業所向けの説明会を実施
します。

○管内市町国民年金担当部署との連携強化に向けて引き続き事務研修会を各拠点で実施します。

2.年金セミナー
事業

(1)教育機関での年金セ
ミナー開催、開催増
に向けたアプローチ
を実施します。

○相手先機関の要望を踏まえて、対面・オンライン・映像資料視聴の各型式での年金セミナーを実施します。
また、特別支援学校での障害年金制度説明を含めた年金セミナーも実施します。
＜令和7年7月1日時点の今年度県内実施予定44校＞
宇都宮西16校 宇都宮東8校 栃木10校 大田原5校 今市5校

○地域年金推進員の委嘱増に向けた関係機関への協力依頼や地域年金推進員の活動フォローに取り組みます。

(2)セミナーを担当する
職員のスキルアップ、
セミナーの質の向上
を目指した活動を実
施します。

○受講者との対話を重視したセミナー実施を目指して、各拠点セミナーＰＴでの活動や研修を中心に職員個々
のスキルアップに取り組みます。

(3)年金エッセイの
応募者を確保する
活動を実施します。

○栃木県教育委員会（義務教育担当）あて協力依頼を行います。
○栃木県内の中学校あてに年金エッセイ募集の周知を行います。
○栃木県内の大学・高等学校・支援学校・専門学校あてに年金エッセイのポスターとチラシを送付します。

Ⅲ.令和7年度実施方針（1/2）
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事業名 取組内容・具体的な活動

3.年金委員活動
支援事業

(1)年金委員研修会や
地域型年金委員連
絡会の実施や情報
提供の取組を通し
て、年金委員活動
の活性化を図りま
す。

○県内合同でのオンライン開催を中心とした年金委員研修会、地域型年金委員連絡会を通して、委員活動の
サポートを行います。
・栃木県内年金委員オンライン研修会 今年度3回、6日間実施予定
・地域型年金委員連絡会 今年度4回実施予定

○年金委員情報誌発行とあわせた資料送付による情報提供を中心に、タイムリーな情報提供を行います。
・4回実施予定、（5月・8月・11月・2月）

○11月に年金委員功労者表彰を実施します。

(2)より年金委員制度
を広めてゆくため
に、委嘱拡大に関
する取り組みを実
施します。

○職域型年金委員や地域型年金委員の委嘱拡大に取り組みます。

4.地域相談事業

(1)行政機関や教育機
関などと連携して
実施する年金相談、
制度説明会を実施
します。

○関係機関と連携した国民年金手続き等の周知を実施します。
・ハローワーク説明会

○関係機関などと連携して年金相談会を実施します。
・行政相談会
・教育機関等と連携した相談会

Ⅲ.令和7年度実施方針（2/2）
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Ⅳ.年金制度を取り巻く環境への対応（1/3）

（1）外国人住民数の変遷

国・地域名 人数 構成比

中国 873,286 23.2%

ベトナム 634,361 16.8%

韓国 409,238 10.9%

フィリピン 341,518 9.1%

ネパール 233,043 6.2%

■表7 令和6年末外国人住民数の国籍・地域別上位5か国（栃木県）

国・地域名 人数 構成比

ベトナム 11,474 20.6%

中国 6,273 11.2%

フィリピン 5,538 9.9%

インドネシア 3,880 7.0%

ネパール 3,832 6.9%

＜出典＞栃木県外国人住民数現況調査結果（令和6（2024）年12月31日現在）について（栃木県発表） ＜出典＞：2024年12月末における在留外国人数について（出入国在留管理庁発表）

1.外国人に向けた対応
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■表5 外国人住民数の変遷（栃木県） ■表6 外国人住民数の変遷（全国）

■表8 令和6年末外国人住民数の国籍・地域別上位5か国（全国）
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Ⅳ.年金制度を取り巻く環境への対応（2/3）

（2）外国人に向けた公的年金制度周知

・外国人に向けた公的制度周知資料の拡充

令和7年8月現在14か国語に対応

＜対応言語＞
英語・中国語・韓国語・ポルトガル語・スペイン語・タイ語
インドネシア語・タガログ語・ベトナム語・ミャンマー語
カンボジア語・ロシア語・ネパール語・モンゴル語

・多言語通訳サービスを使用した相談対応
令和７年８月現在１１か国語に対応
＜対応言語＞
英語・中国語・韓国語・ポルトガル語・スペイン語
インドネシア語・タガログ語・タイ語・ベトナム語
ミャンマー語・ネパール語

・関係機関・団体との連携強化（昨年会議以後の主な取り組み）
○出入国在留管理庁
※在留カードを交付している7空港でリーフレットを配布

○一般財団法人自治体国際化協会（CLAIR）
○外国人技能実習機構（OTIT)

○外国人向け公的年金制度周知資料
（日本語版）

○動画・パンフレット周知資料
（日本語版）

○外国人向け公的年金制度周知動画
（ベトナム語版）

第1号被保険者
(任意加入含む)

厚生年金被保険者
(第2号被保険者等)

第3号被保険者 合 計

令和2年度末 1,449 4,513 793 6,755 

令和3年度末 1,431 4,535 763 6,729 

令和4年度末 1,405 4,618 721 6,744 

令和5年度末 1,387 4,672 686 6,745 

令和6年度末 1,368 4,746 641 6,755 

■表9 公的年金制度被保険者数の変遷

出典：令和６年度の国民年金の加入・保険料納付状況（厚生労働省発表） （万人）
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【はじめに】

日本年金機構では、社会全体のデジタル化への対応、お客様の利便性向上を目的として、事業所・
個人それぞれのお客様のニーズと申請手続き等に応じたオンラインサービスを推進しています。

【サービスの概要と地域年金事業内での取組】

地域年金事業内でのオンラインサービスの利用促進の取組として、栃木県内では令和5年度以前
から年金委員のオンライン研修会での説明や事業所・年金委員への事業所内での周知の協力依頼、
関係機関等への協力依頼を中心に実施しています。
また、教育機関での年金セミナーにおいては将来のねんきんネット利用促進とあわせて、国民年

金保険料の学生納付特例等の免除・納付猶予制度の電子申請について説明も行っています。

■表10 主要7届書※の電子申請割合（事業所向け）

■表12 ねんきんネット利用者数（個人向け）

■表11 被保険者51人以上＆資本金１億円超事業所の

電子申請割合（事業所向け）

※資格取得届、資格喪失届、算定基礎届、月額変更届、賞与支払届、
健康保険被扶養者異動届、国民年金第3号被保険者関係届

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

23.9%

41.9%

57.7%
64.6%

70.4%
73.9%

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1,098万人

1,355万人

908万人

770万人
660万人

2.デジタル化への対応（お客様サービス向上に向けた取組）

オンラインサービス 概要

事業所
向け

電子申請
事業所が提出する資格取得届や算定基礎届等の社会保険関係
の届書をインターネットを利用して提出できるサービス

電子送付（オンライン事業所
年金情報サービス）

事業所からの希望登録に応じて、毎月の社会保険料額等の各
種情報・通知書を日本年金機構から電子送付するサービス

個人
向け

情報照会（ねんきんネット）
ご本人が年金加入記録の確認や年金見込額の試算等をイン
ターネット上で実施できるサービス

簡易な電子申請
ご本人が国民年金保険料の免除・納付猶予申請、扶養親族等
申告書等の個人の手続きをインターネットで実施できるサー
ビス

電子送付
日本年金機構から、社会保険料（国民年金保険料）控除証明
書、公的年金等の源泉徴収票を電子送付するサービス。電子
送付された電子データは e-Tax で確定申告に利用できます

■表10 主要7届書※の電子申請割合（事業所向け）

■表11 被保険者51人以上＆資本金１億円超事業所の

電子申請割合（事業所向け）

■表12 ねんきんネット利用者数（個人向け）

※資格取得届、資格喪失届、算定基礎届、月額変更届、賞与支払届、
健康保険被扶養者異動届、国民年金第3号被保険者関係届


